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最近の経済・物価情勢と金融政策運営

― 高知県金融経済懇談会における挨拶 ―
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図表１
２.経済・物価の現状と先行き

1

実質ＧＤＰ

（注）点線は、2025年４月展望レポートにおける、政策委員見通しの中央値。
（出所）内閣府、日本銀行
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2

国際機関の経済見通し

世界経済

（注）1. 左図の「2025/4月見通し」はＩＭＦの2025/4月世界経済見通しにおける「参考見通し（Reference Forecast）」。「リスクシナリオ」は、同経済
見通しで示された経済上振れシナリオ、下振れシナリオにおける実質ＧＤＰ成長率の上振れ幅、下振れ幅を2025/4月見通しに加えたもの。

2. 右図の括弧内計数は、ＩＭＦは2025/1月見通し、ＯＥＣＤは24/12月見通しとの差。
（出所）ＩＭＦ、ＯＥＣＤ
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図表３

企業・家計のコンフィデンス

米国経済
消費者物価
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実質輸入 労働市場

（注）左上図の消費者コンフィデンスは、コンファレンス・ボード指数。
（出所）Haver
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中小企業

企業部門①

（出所）日本銀行
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図表５

企業部門②

（注）左図・中図は、経常利益（法人季報ベース）。金融業、保険業を除く。 2009/2Q以降は、純粋持株会社を除く。右図は、経常利益。
（出所）財務省、日本銀行 5
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図表６

設備投資計画

企業部門③

（注）1.左図の短観は、ソフトウェア投資額・研究開発投資額を含み、土地投資額は含まない（2016/12月調査以前は、研究開発投資額を含まない）。
金融業を含む。

2.右図の機械受注（民需）は、除く船舶・電力。建築着工（工事費予定額）は、民間非居住用。2025/2Qは、４～５月の値。
（出所）内閣府、国土交通省、日本銀行

設備投資先行指標
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図表７

賃金
賃金改定率

（注）1.左上図は、2014年までは中央労働委員会、2015～2025年は連合の公表値。「ベースアップ分」、「定期昇給分」は賃上げ分が明確に分かる組合の
集計値。

2.右図の各四半期は、1Q：3～5月、2Q：6～8月、3Q：9～11月、4Q：12～2月。2016/1Q以降は、共通事業所ベース。
（出所）厚生労働省、日本労働組合総連合会、中央労働委員会 7

賃金改定率（就業形態・規模別）
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（注）契約通貨ベース。
（出所）日本銀行

図表８

輸出物価
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２.経済・物価の現状と先行き
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図表９

消費マインド

家計部門

実質個人消費

（注）1.左図の景気ウォッチャーは、景気の現状判断ＤＩ。
2.右図の実質個人消費は、実質消費活動指数ベース。

（出所）日本銀行、内閣府 9
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ＣＰＩ

物価

（出所）総務省 10

２.経済・物価の現状と先行き
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図表11

需給ギャップ

需給ギャップと予想物価上昇率

中長期の予想物価上昇率

（注）1. 左図の需給ギャップは、日本銀行スタッフによる推計値。短観加重平均ＤＩ（全産業全規模）は、生産・営業用設備判断ＤＩと雇用人員判断ＤＩ
を資本・労働分配率で加重平均して算出。シャドー部分は、景気後退局面。

2．右上図の定義は、「経済・物価情勢の展望」（2024年４月）ＢＯＸ４を参照。
（出所）日本銀行、内閣府、QUICK「QUICK月次調査＜債券＞」、Consensus Economics「コンセンサス・フォーキャスト」、Bloomberg 11

２.経済・物価の現状と先行き
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図表12

金融環境

実質金利（１年）

12

３. 日本銀行の金融政策運営

貸出態度判断ＤＩ

（注）1. 左図の実質金利は、国債利回り（１年物）から予想物価上昇率（日本銀行スタッフによる推計値）を差し引くことにより算出。
2. 右図は、短観の金融機関の貸出態度判断ＤＩ。2003/12月調査には、調査の枠組み見直しによる不連続が生じている。

（出所）日本銀行、QUICK「QUICK月次調査＜債券＞」、Consensus Economics「コンセンサス・フォーキャスト」、Bloomberg
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日本銀行の保有国債残高
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②長期金利が急激に上昇する場合には、機動的に、買入れ額の増額等を実施

③必要な場合には、金融政策決定会合において、減額計画を見直す

①長期金利 ：金融市場において形成されることが基本

②国債買入れ：国債市場の安定に配慮するための柔軟性を確保しつつ、予見可能な形での減額が適切

 2026年３月まで ：原則、毎四半期4,000億円程度ずつ減額（従来の減額計画を維持）

 2026年４月～2027年３月まで：原則、毎四半期2,000億円程度ずつ減額

 国債市場の安定に配慮した形で市場機能の改善を進めていけるよう、段階的に減額していく

長期国債買入れの減額計画（2025年６月金融政策決定会合）

＜予見可能な形での減額＞

＜柔軟性の確保＞
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図表13
３. 日本銀行の金融政策運営

長期金利の推移

（注）左図は、２、５、10、20、30、40年債の1日当たり取引高の合計（日本相互証券）。
（出所）日本証券業協会、QUICK、日本相互証券、日本銀行、Bloomberg
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国債市場の機能度・動向
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ディーラー間取引高

３. 日本銀行の金融政策運営
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図表15
４.高知県経済について

高知県の経済

高知県人口の推移 佐賀地区津波避難タワー

（注）左図は、2012年度以降は、日本人住民ベース。2012年度以前は年度、2013年以降は暦年での集計。
（出所）総務省、黒潮町観光ネットワーク
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